勤労者財産形成貯蓄契約に必要なマイナンバーの
取得及び確認について
　マイナンバー制度の施行に伴い，平成２８年１月１日以降に提出される勤労者財産形成貯蓄(

以下，「財形貯蓄」という。）の関係書類には，マイナンバーの記入が必要となります。

マイナンバーの記入が必要な書類
　　●新規申込（４月・８～９月のみ）　●氏名変更　●住所変更　●非課税申告書　など

　　　※　年金財形・住宅財形については，すべての取扱金融機関等においてマイナンバーの

記載が必要

　　　※　一般財形については証券会社のみマイナンバーの記載が必要
マイナンバーの利用目的

　　勤労者財産形成貯蓄制度の取引に関する申請・届出事務及び法定書類の作成・提供事務

　　※　法定調書は，各々が契約している銀行，証券会社，生命保険会社等（以下，「取扱金融機関等」という。）から税務署に提出するため，取得したマイナンバーは取扱金融機関等へ引き継ぎます。
※　取扱金融機関等も個人番号関係事務実施者となります。

事務手続

関係書類を取扱金融機関等で入手し，マイナンバーを含む必要事項を記入して，封入したマイナンバー確認書類（写）及び本人確認書類（写）とともに取扱金融機関等又は福利課に提出してください。確認後，マイナンバー確認書類（写）及び本人確認書類（写）は裁断処理した後に廃棄します。
なお，取扱金融機関等によっては，関係書類の提出時にマイナンバー確認書類（原本）及び本人確認書類（原本）により即時確認を行います。（この場合，福利課に提出する必要はありません。）詳しくは，契約される取扱金融機関等にお尋ねください。

※　マイナンバー確認書類及び本人確認書類については別紙参照
　　　※　福利課に提出する場合は，手交又は逓送（特殊）で福利課に送付してください。（郵送する場合は特定記録郵便等追跡可能な移送手段としてください。）
　　　※　これまで以上に手続きに時間がかかることが想定されるため，給与控除への反映が翌々月となる場合があります。　　　
